
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 令和７年度決算の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 
  

各会計財政収支の状況

■　一 般 会 計 （単位：円、％）

区 分 予算現額 決 算 額

歳　入 85,301,898,000 79,297,985,038

歳　出 85,301,898,000 73,738,014,584

歳　入

歳　出 充当額

差引額 剰余金

■　国民健康保険事業会計 （単位：円、％）

区 分 予算現額 決 算 額

歳　入 6,553,113,000 6,556,510,906

歳　出 6,553,113,000 5,807,243,177

歳　入

歳　出 充当額

差引額 剰余金

■　介護保険特別会計 （単位：円、％）

区 分 予算現額 決 算 額

歳　入 5,190,760,000 4,892,988,337

歳　出 5,190,760,000 4,682,089,490

歳　入

歳　出 充当額

差引額 剰余金

■　後期高齢者医療特別会計 （単位：円、％）

区 分 予算現額 決 算 額

歳　入 2,348,146,000 2,319,544,259

歳　出 2,348,146,000 2,223,457,637

歳　入

歳　出 充当額

差引額 剰余金

0 96,086,622
翌年度
へ繰越

繰 越 事 業 費 繰 越 財 源

0

96,086,622

予算現額に対する
決算額の比較増減

予算現額に対する
決算額の比率

△28,601,741 98.8

124,688,363 94.7

0 210,898,847
翌年度
へ繰越

繰 越 事 業 費 繰 越 財 源

0

210,898,847

予算現額に対する
決算額の比較増減

予算現額に対する
決算額の比率

△297,771,663 94.3

508,670,510 90.2

0 749,267,729
翌年度
へ繰越

繰 越 事 業 費 繰 越 財 源

0

749,267,729

予算現額に対する
決算額の比較増減

予算現額に対する
決算額の比率

3,397,906 100.1

745,869,823 88.6

0 5,559,970,454
翌年度
へ繰越

繰 越 事 業 費 繰 越 財 源

985,931,000

4,574,039,454

予算現額に対する
決算額の比較増減

予算現額に対する
決算額の比率

△6,003,912,962 93.0

11,563,883,416 86.4
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一般会計決算の状況 
１ 歳 入  

 令和７年度一般会計歳入総額は、792億 98百万円であり、対前年度比 86 億 51

百万円、12.2％の増となりました。 

〇特別区税は、262億 70百万円で、対前年度比 26億６百万円、11.0％の増とな

りました。これは、主に納税義務者及び課税標準額の増による特別区民税の増

などによるものです。なお、入湯税については、観光の振興経費に活用してい

ます。 

〇地方消費税交付金は、129 億 34 百万円で、対前年度比９億 57 百万円、8.0％

の増となりました。これは、主に消費税収が増となったことなどによるもので

す。なお、消費税率引き上げ分については、社会保障費に活用しています。 

〇特別区交付金は、71 億 50百万円で、対前年度比△７億 72百万円、△9.7％の

減となりました。これは、主に普通交付金が減となったことなどによるもので

す。 

〇分担金及び負担金は、２億 32百万円で、対前年度比△８億円、△77.5％の減

となりました。これは、主に橋梁補修事業費負担金の減などによるものです。 

〇使用料及び手数料は、89億 74百万円で、対前年度比 12億 14百万円、15.6％

の増となりました。これは、主に道路占用料の増などによるものです。 

〇国庫支出金は、52 億 66百万円で、対前年度比 11億 73百万円、28.7％の増と

なりました。これは、主に児童手当の増などによるものです。 

〇都支出金は、55億 50百万円で、対前年度比 10億 44 百万円、23.2％の増とな

りました。これは、主に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増などに

よるものです。 

〇寄附金は、21 億 17 百万円で、対前年度比９億 52 百万円、81.8％の増となり

ました。これは、主にふるさと納税制度の活用による一般寄附金の増などによ

るものです。 

〇繰越金は、46 億 73 百万円で、対前年度比 19億 44百万円、71.2％の増となり

ました。 
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一般会計 歳入決算一覧表
（単位：円、％）

令和７年度 令和６年度
対前年度
増減額

対前年度
増減率

特 別 区 税 26,270,424,369 23,664,065,351 2,606,359,018 11.0 

地 方 譲 与 税 329,763,000 325,780,000 3,983,000 1.2 

利 子 割 交 付 金 209,338,000 110,716,000 98,622,000 89.1 

配 当 割 交 付 金 633,362,000 573,355,000 60,007,000 10.5 

株式等譲渡所得割交付金 957,277,000 841,099,000 116,178,000 13.8 

地方消費税交付金 12,933,590,000 11,976,797,000 956,793,000 8.0 

自動車取得税交付金 1,358 1,092,656 △1,091,298 △99.9 

環境性能割交付金 92,011,151 118,048,000 △26,036,849 △22.1 

地 方 特 例 交 付 金 18,264,000 315,112,000 △296,848,000 △94.2 

特 別 区 交 付 金 7,149,689,000 7,921,958,000 △772,269,000 △9.7 

交通安全対策特別交付金 16,444,000 17,235,000 △791,000 △4.6 

分担金及び負担金 232,439,831 1,032,236,074 △799,796,243 △77.5 

使用料及び手数料 8,974,121,712 7,759,942,967 1,214,178,745 15.6 

国 庫 支 出 金 5,266,214,128 4,092,849,908 1,173,364,220 28.7 

都 支 出 金 5,550,410,398 4,506,519,274 1,043,891,124 23.2 

財 産 収 入 713,956,469 405,383,728 308,572,741 76.1 

寄 附 金 2,116,896,132 1,164,624,799 952,271,333 81.8 

繰 入 金 637,578,506 755,024,509 △117,446,003 △15.6 

繰 越 金 4,673,001,888 2,728,853,780 1,944,148,108 71.2 

諸 収 入 2,523,202,096 2,336,150,944 187,051,152 8.0 

歳 入 合 計 79,297,985,038 70,646,843,990 8,651,141,048 12.2 

科 目 （ 款 ）

特別区税

33.1％

地方消費税

交付金

16.3％

特別区

交付金

9.0％

都支出金

7.0％

使用料及び

手数料

11.3％

繰越金

5.9％

国庫支出金

6.7％

諸収入

3.2％
その他

7.5％

歳 入 総 額
7 9,2 98百万円
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２ 歳 出  

 令和７年度一般会計歳出総額は、737億 38百万円であり、対前年度比 77 億 64

百万円、11.8％の増となりました。 

〇議会費は、４億 92 百万円で、対前年度比 75 百万円、18.1％の増となりまし

た。これは、主に議会運営システム・設備の更新の増などによるものです。 

〇子ども費は、177億 36百万円で、対前年度比 14億 68 百万円、9.0％の増とな

りました。これは、主に児童手当の増などによるものです。 

〇保健福祉費は、83 億７百万円で、対前年度比４億 88 百万円、6.2％の増とな

りました。これは、主に（仮称）神田錦町三丁目施設の整備の増などによるも

のです。 

〇地域振興費は、81 億 23百万円で、対前年度比 19億 60百万円、31.8％の増と

なりました。これは、主にちよだアートスクエア改修整備の増などによるもの

です。 

〇環境まちづくり費は、90億 20百万円で、対前年度比△４億 87百万円、△5.1％

の減となりました。これは、主に橋梁の整備の減などによるものです。 

〇総務費は、72 億 17 百万円で、対前年度比６億 40百万円、9.7％の増となりま

した。これは、主にふるさと納税制度の活用の増などによるものです。 

〇職員費は、132 億 17 百万円で、対前年度比９億 18 百万円、7.5％の増となり

ました。これは、主に給与改定による職員給与費の増などによるものです。 

〇公債費は、986 千円で、対前年度比 833 千円、542.9％の増となりました。こ

れは、主に基金の繰替運用に係る利子の増によるものです。 

〇諸支出金は、96 億 25 百万円で、対前年度比 27 億１百万円、39.0％の増とな

りました。これは、主に社会資本等整備基金の新規積立の増などによるもので

す。 

 

３ 決算収支  

 歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は、55 億 60 百万円となりまし

た。 

 この形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源９億 86百万円を差し引いた実

質収支は、45 億 74百万円となりました。 
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一般会計 歳出決算一覧表
（単位：円、％）

令和７年度 令和６年度
対前年度
増減額

対前年度
増減率

議 会 費 492,032,949 416,649,819 75,383,130 18.1 

子 ど も 費 17,736,214,043 16,267,925,889 1,468,288,154 9.0 

保 健 福 祉 費 8,307,395,422 7,819,537,233 487,858,189 6.2 

地 域 振 興 費 8,122,915,109 6,162,597,057 1,960,318,052 31.8 

環境まちづくり費 9,019,551,781 9,506,624,343 △487,072,562 △5.1 

総 務 費 7,216,642,448 6,576,904,709 639,737,739 9.7 

職 員 費 13,216,792,466 12,298,821,964 917,970,502 7.5 

公 債 費 986,301 153,424 832,877 542.9 

諸 支 出 金 9,625,484,065 6,924,627,664 2,700,856,401 39.0 

歳 出 合 計 73,738,014,584 65,973,842,102 7,764,172,482 11.8 

科 目 （ 款 ）

総務費

9.8％
子ども費

24.1％

職員費

17.9％

地域振興費

11.0％

諸支出金

13.0％

環境

まちづくり費

12.2％

保健福祉費

11.3％

議会費

0.7％ 公債費 0.0％

歳 出 総 額
7 3, 73 8百万円
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